













｢被告人は、S 市立病院に勤務する医師であり、平成 9 年 4 月 1 日から同
11 年 3 月 31 日までの間、同病院救命救急センター副部長、同年 4月 1 日
から同部長として、同病院救命救急センターの業務全般を管理しているも
のであるが、X、Y及び Zが歯科医師であり、医師の免許を取得していな
いことを知りながら、同 10 年 8 月から同 11 年 3 月までの間、同年 8月か
ら同 12 年 3 月までの間及び同年 8月から同 13 年 3 月までの間、それぞれ
前記 Xら 3 名を、順次、いわゆる研修医として同病院救命救急センター
に受け入れ、当直医又は担当医として配置し
第 1 前記 X らと共謀の上、同人において、平成 10 年 8 月 26 日から
224 (731)
産大法学 49巻 4 号 (2016. 2)
同 11 年 2 月 13 日までの間、前後 4回にわたり、同市○○先道路に停止し
た救急自動車内等で、歯科に属さない疾病に関わる患者である甲ほか 2名
に対し、気管内挿管行為等を行い
第 2 前記 Y らと共謀の上．同人において、平成 11 年 9 月 28 日から
同年 10 月 6 日までの間、前後 5 回にわたり、前記市立病院で、前同様の
患者である乙ほか 1名に対し、右大腿静脈からのカテーテル抜去行為等を
行い
第 3 前記 Zらと共謀の上、同人において、平成 12 年 8 月 14 日及び同

























































































































































































































































































15 年 9 月 19 日付け「歯科医師の救命救急研修ガイドライン」(以下「ガ












































2 医師法第 17 条について
235(720)
医師法 (昭和 23 年 7 月 30 日法律第 201 号) 第 17 条は「医師でなけれ
ば、医業をなしてはならない。」とし、また歯科医師法 (昭和 23 年 7 月
30 日法律第 202 号) 第 17 条は「歯科医師でなければ、歯科医業をなして
はならない。」とする。そして、医師法第 17 条及び歯科医師法第 17 条の
規定に違反した者は、「3 年以下の懲役若しくは 100万円以下の罰金に処
し、又はこれを併科する。」(医師法 31 条第 1項第 1号、歯科医師法第 29













に従事すること」とされている (大審院大正 4 年 (れ) 第 3309 号同 5 年













































































































































判断において、介助 (B) ではなく、指導・監督 (A) を選択することも
許されたものである、②気管挿管及び中心静脈路確保は、世界標準マ
ニュアルとされる 2000 年 ACLSガイドラインによって、心肺停止患者に
対する定型的な処置とされており、習得した者にとっては機械的手技であ























































































































































( 1 ) LEX/DB28085437
( 2 ) LEX/DB28145248
( 3 ) 厚生省健康政策局長通知「医療法施行令の一部を改正する政令等の施行に






( 4 ) 気管挿管、静脈路確保等を行った研修を受けていた歯科医師は不起訴と
なっている。
( 5 ) ｢医師法第 17 条､歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の
解釈について」平成 17 年 7 月 26 日医政発第 0726005 号 http : //www.
mhlw.go.jp/stf2/shingi2/2r9852000000g3ig-att/2r9852000000iiut.pdf
平成 13 年当時においても同旨である。平成 13 年 11 月 8 日医政発第 10 号






( 7 ) 警視庁防犯部麻薬課長あて厚生省医務局医事課長回答「医師法第 17 条の
疑義について」昭和 39 年 6 月 18 日医事第 44 号、東京地方検察庁刑事部検
事あて厚生省医務局医事課長回答「医師法第 17 条における『医業』につい
て」昭和 39 年 6 月 18 日医事第 44 号の 2
( 8 ) 最高裁判所の判例 (最判昭和 30 年 5 月 24 日刑集 9 巻 7 号 1093頁、最大
判昭和 35 年 1 月 27 日刑集 14 巻 1 号 33頁、最決平成 9年 9 月 30 日刑集 51
巻 8 号 671頁) は、医行為について、行為対象者の人体への危害に限定する
趣旨で判断しているといえる。
( 9 ) 厚生省平成元年度厚生科学研究「医療行為及び医療関係職種に関する法医








槽、硬口蓋、舌前 3分の 2、口蓋底、軟口蓋、顎骨 (顎関節を含む)、唾液
































4) 基本的な二次救命処置 (ACLS : Advanced Cardiovascular Life
Support) ができる。
5) 専門医への適切なコンサルテーションができる。












歯科医師の救命救急研修水準 (別紙 1) の A項目と B項目について、研
修終了後に評価表 (別紙 3) のレベルⅡ又はⅢに到達した項目を合わせて、

























































成 14 年 9 月 30 日医政発第 0930002 号)。
(イ) 救急救命士による気管挿管
救急救命士による気管挿管についても、その業務のあり方について検討が
なされ (平成 14 年 12 月 11 日付け総務省消防庁「救急救命士の業務のあり
方等に関する検討会報告書」)、平成 15 年 4 月には、医師の包括的指示によ
り除細動が認められ、さらに一定の講習及び病院実習を修了した救急救命士




急救命士の気管内チューブによる気道確保の実施について」(平成 16 年 3 月














た (厚生労働省医政局長「ALS (筋萎縮性側索硬化症) 患者の在宅療養の
支援について」平成 15 年 7 月 17 日医政発第 0717001 号))。
(15) 厚生労働省医政局医事課長・厚生労働省医政局歯科保健課長通知「歯科医
師による救急救命処置及びそのための研修の取扱いについて〔医師法〕」(平
成 14 年 4 月 23 日医政医発第 0423002 号/医政歯発第 0423004 号)。
(16) なお、平成 21 年 7 月 23 日、最高裁判所第 2小法廷は本件につき上告棄却
の決定を下した (平成 20 年 (あ) 第 643 号)。
(17) 本件について、第 1審判決について、辰井聡子「歯科医師による気管挿管
研修」『医事法判例百選』別冊ジュリスト 183 号 6頁 (2006)、控訴審判決に
ついて、大野正博「歯科医師の医科救命救急研修と医師法 17 条」〈判例研
究〉朝日法学論集 43 号 119頁 (2012)、三重野雄太郎「歯科医師の医科救命
救急研修と医師法 17 条 (特別刑法判例研究)」法律時報 83 巻 8 号 120 頁
(2011) などがある。
250 (705)
